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ローカル10,000プロジェクト（地方単独事業）

の活用に向けた参考資料

令和６年１１月
総務省 地域力創造グループ



本資料の趣旨

総務省では、地域の人材 ・資源・資金を活用した地域課題の解決に資する起業 ・新規事業を支援し、地
域の経済循環を創出 ・拡大させるため、令和６年度から新たな特別交付税措置として 「 ローカル 1 0 , 0 0 0
プロジェ クト（地方単独事業）」を創設しました。（制度については P 2参照。）
そのような中、本制度について質問を多 くいただ く内容の回答 ・参考となる資料を作成しました。
本制度の活用を検討いただ く上でご活用いただければ と存じます。
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Q１：どのような事例があるのか教えてほしい。

A１：国庫補事業と比較して要件が緩和されており、地域課題の解決や地域活性化に活用できる幅が広がるということから本制度
を活用いただいた事例があります。（岐阜県山県市）
また、当初は国庫補助事業の活用を検討していたが、国庫補助事業の活用が困難となった場合に地方単独事業を活用
いただいた事例があります。
（具体例はP３～５を参照）

Q２：どのような審査体制で行うと良いのか教えてほしい。

A２：本制度では「市町村において有識者の審査又は商工会議所等の確認」が要件となっています。
実際の事例では、以下のようなものがあります。
・審査会設置要綱に基づき設置した審査会による審査
・既存の協議会（審査員は商工会、建設会社、大学などにより構成）を活用した審査
・商工会に意見書をいただく形で確認

Q３：補助要綱を新たに制定するにあたり、参考となるものが教えてほしい。

A３：P6～8に実際に要綱を制定されている自治体の例を掲載していますのでご参照ください。



ローカル10 ,000プロジェクト（地方単独事業）

ローカル10,000プロジェクト（国庫補助事業）に準ずる市町村の地方単独事業に対する特別交付税措置を創設

❶地域密着型（地域資源の活用） ❷地域課題への対応（公共的な課題の解決）

❸融資、地域活性化ﾌｧﾝﾄﾞによる出資、民間ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸ ❹新規性（新規事業）

の要件について、市町村において有識者の審査又は商工会議所等の確認を経て該当すると認められた事業が対象

国の財政支援等

民間事業者等の初期投資費用

（施設整備・改修費、機械装置費、備品費、広告宣伝費、商品開発費等）

自己
資金等

公費による交付額

地方費

事業スキーム

【上限額】

※融資額と同額未満の場合
についても対象

融資／公費 上限額

1～
の場合

1,500万円

0.5～1.0
の場合

800万円

～0.5
の場合

200万円

●市町村の地方単独事業を支援

●国庫補助事業と異なり、先行事例の横展開等を推進するため、モデル性は問わない。

●国庫補助事業と異なり、融資額が小さい場合、交付額が小さい場合、担保付融資の場合、

ソフト経費（広告宣伝費、商品開発費）が中心となる場合も柔軟に活用可能。

●国の有識者の審査不要。市町村の有識者の審査又は商工会議所の確認を経ることで

柔軟に活用可能。

P O I N T

※特別交付税の算定に当たって、上記を確認できる補助要綱等を提出

½ 特別交付税

½ 自治体負担

【措置率】
0.5

上記❶〜❹の要件を満たせば、
地方単独事業として、自治体
の創意工夫に基づき自由に補
助制度の制度設計が可能

R6創設

融資、地域活性化ﾌｧﾝﾄﾞによる出資、

民間ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ
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自治体名

●岐阜県山県市

自治体・金融機関の支援内容

●交付額：2,000千円（市予算額）

●融資等：1,484千円

●初期投資内容：施設整備費、機械装置費 など

審査の方法

●山県市単独地域経済循環創造事業費補助金審査会設置要綱に基づき設置した審査会で審査。

事業名

●山県市北山地区の観光周遊促進プロジェクト

取組内容

● 過疎化・高齢化が進む市北部地域において、地元住民が提供

する郷土料理が人気の農家レストランを移転し、周辺施設との連

携、新たな情報発信拠点としての強化を目指す。
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ローカル10 ,000プロジェクト（地方単独事業）の活用事例①：岐阜県山県市

【具体的内容①】

＜事業者の声＞
・市の廃校を活用した農家レストランが施設の老朽化により廃校での営業ができなくなり、新たな拠点で他の滞在拠点施設と連
携した事業を計画し市に相談したところ、ローカル10,000プロジェクト（地方単独事業）の案内があった。

＜自治体の声＞
・単独事業は国庫補助事業と比較してモデル性の要件が省かれていること、融資額や交付額が小さい場合でも活用できることな
どから、地域課題の解決や地域活性化に活用できる幅が広がると捉え、市単独の補助金要綱を策定した。



自治体名

●北海道本別町

自治体・金融機関の支援内容

●交付額：12,000千円

●融資等：12,000千円

●初期投資内容：施設整備費

審査の方法

●要綱の第6条で「町長が認める団体の審査」もしくは「商工会が確認」となっており、今回は関連するSDGs・脱炭素推進協議会
（審査員は商工会、建設会社、大学などにより構成）で審査。

事業名

●本別町地域経済循環創造事業

取組内容

● コワーキングスペースを整備し、地域内外企業・自治体と連

携して、地域商品のブランディング、空き店舗のサブリース事業

を行うことで、地域内の社会課題を経済的取組によって解決

できる事業モデルを構築する。
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＜事業者の声＞
・今回立ち上げる会社の前に、コンサルティング事業で本別町役場や民間事業者と関わってきた。
・本別町に訪れるたび、様々な人と交流するうちに町に思い入れを持つようになったのがきっかけである。
・また、この制度の最大利点は町に認められる事業となることであると感じている。さらに制度上、金融機関の融資審査を通過して
いる事業として認知を受けることがさらなる強みとなり、その点がメリットだと感じている。

＜自治体の声＞
・国の補助事業の活用が困難になったため、地方単独事業に移行することとした。町で要綱等のルールを定めることによりスピード
感を持って進められていることがメリットであると感じている。

ローカル10 ,000プロジェクト（地方単独事業）の活用事例② 北海道本別町

【具体的内容②】



自治体名

●群馬県南牧村

自治体・金融機関の支援内容

●交付額：15,000千円

●融資等：18,000千円

●初期投資内容：施設整備費、機械装置費

審査の方法

● 役場の複数の部署と複数の金融機関にお声がけし、協議を行った。正式な審査はこれからとなるが、村の商工会には創業支援
にあたりアドバイスや意見書のような形で確認をいただく予定。

事業名

●有害鳥獣処理加工支援事業

取組内容

● 有害鳥獣による農林産物被害の軽減を図るため、捕獲した

有害鳥獣を地域資源として有効利用することを促進し、「南牧

ジビエ」のブランド化を目指したジビエ商品の開発や販売等の

事業を起業する事業者に対し、初期投資費用を支援する。
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ローカル10 ,000プロジェクト（地方単独事業）の活用事例③：群馬県南牧村

【具体的内容③】

＜自治体の声＞
・南牧村では新規事業者からの相談を受け、村としても推進したい事業であったことから令和５年度より支援を検討していた。
・そのような中で群馬県よりローカル10,000プロジェクト（国庫補助）の活用についてご教授いただき、今年度中の事業開始に向け
て具体的な協議を勧めていたところ、国の補助事業の活用が困難になったため代替えとなる支援施策を検討した結果、今回の地方
単独事業の実施を行う事となった。
・国庫補助事業の補正対応及び次年度を待つことも考えたが、施設等の整備の期間も考えると事業の確実な実施が難しくなること
や完全な新規事業者であったため実施予定者の生活を担保する観点からも早期な着手が望ましいのと判断で地方単独事業を活
用することとなった。
・村の負担は大幅に増加するが、国庫事業については採択されるかも不確定なのに対し、地方単独事業であれば国庫補助の要件
に沿う形で実施することで特別交付税の対象とすることが可能であり、確実な実施の見込みが立てられることも要因となった。



ローカル10 ,000プロジェクト（地方単独事業）の要綱例①：岐阜県山県市

6～～～～～～～～～～～～～～

①地域密着型
（地域資源の活用）

②地域課題への対応
（公共的な課題の解決）

③融資等

④新規性（新規事業）

審査等



ローカル10 ,000プロジェクト（地方単独事業）の要綱例②：北海道本別町
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①地域密着型
（地域資源の活用）

②地域課題への対応
（公共的な課題の解決）

④新規性（新規事業）

③融資等

審査等

～～～～～～～～～～～～～～



ローカル10 ,000プロジェクト（地方単独事業）の要綱例③：群馬県南牧村
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①地域密着型
（地域資源の活用）

②地域課題への対応
（公共的な課題の解決）

③融資等

④新規性（新規事業）

審査等



（参考）ローカル10 ,000プロジェクト（地方単独事業Q&A）

こ ん な方
に オ ス ス メ

こ ん な方
に オ ス ス メ
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質　問 回　答

事業の必須要件は何か。

ローカル10,000プロジェクト（国庫補助事業）に準ずる市町村の地方単独事業が対象となり、以下の４つが必須要件です。
　①地域密着型（地域資源の活用）
　②地域課題への対応（公共的な課題の解決につながる事業であること）
　③融資、地域活性化ファンドによる出資、民間クラウドファンディングによる資金の活用
　④新規性（新規事業であること）

対象経費は何か。
ローカル10,000プロジェクト（国庫補助事業）と同様の施設整備費、機械装置費、備品費、地域の大学と連携する場合の調
査研究費に加え、以下の経費（ただし、上限は１事業あたり合計200万円。）も対象となります。

＜事業の立ち上げ段階＞
　・活用する地域資源の商品化可能性調査に係る経費（調査費、委託費）
　・地域内外での需要動向調査に係る経費（調査費、委託費）
　・収支計画書及び初期投資計画書のシミュレーション経費に係る経費（調査費、委託費）
　・実施計画書の作成に係る経費（旅費、郵送費、会議費、委託費、印刷費）
　・実施する事業の広告宣伝及び商品開発に係る経費（広告宣伝費、調査費、委託費）

＜事業立ち上げ後のフォローアップ段階に係る経費＞
　・事業立ち上げ後に実施する事業の分析や再構築等、フォローアップに係る経費（旅費、
　　謝金、会議費、調査費、委託費）

対象事業費について下限額はあるか。 下限額はありません。

審査はどのように行われるのか。 市町村において有識者の審査又は商工会議所等の確認を経て該当すると認められるものとなります。

ローカル10,000プロジェクト（国庫補助事業）との違いは
何か。

先行事例の横展開等を推進するため、モデル性は問いません。また、公費に対して融資等の額が小さい場合、交付額が小
さい場合、担保付融資の場合、ソフト経費（広告宣伝費、商品開発費）が中心となる場合も活用可能です。

市町村で新たに要綱を作る必要があるか。
特別交付税措置の対象となるには、市町村における要綱に４つの要件が読み取れるように明記してもらう必要があります。
新しく要綱を作るほか、既存の要綱を活用して４つの要件が読み取れるように明記してもらうことでも構いません。


